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各国のクレーム解釈（１） 

～均等論・禁反言の適用を中心に～ 
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はじめに 

 グローバル市場において製品・サービスを提供するなかで、特許権の訴訟合戦が激化し

ている。訴訟当事者になると、ビジネスは滞り、訴訟の帰趨によっては事業そのものが立

ち行かなくなる。グローバルにビジネスを展開する企業は、進出国でビジネスを持続的か

つ円滑に展開するため、国ごとに特許権侵害の実情を把握しておくことが望ましい。 

 

 特許発明の技術的範囲は、原則として特許請求の範囲を中心として判断される。ただし、

均等論、禁反言（エストッペル）等が適用されるか否か、また、どのように均等論等が適

用されるかは、国ごとに法律、判例等が相違し、それに伴って、特許発明の技術的範囲の

解釈も変化する。ある国のクレーム解釈が他国においても通用するというものではない。

したがって、クレーム解釈、特に、均等論・禁反言が進出国で適用されるか否かを確認（把

握）しておくことは、進出国においてビジネスを持続的かつ円滑に展開するうえで極めて

有益である。 

 

 以下、「主要国におけるクレーム解釈 均等論・エストッペル適用の有無」を 2回に分け

て概説する。第１回は、日本、米国、ドイツ、フランス、英国について説明する。 

 ※第２回は、中国、韓国、インド、台湾、タイ、ベトナム、シンガポール、フィリピン、

ロシア、オーストラリア、ブラジルについて説明する。 
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